
建設工事配置技術者の取扱いについて 

た つ の 市 

 

建設工事に配置する主任技術者又は監理技術者については、次のとおり取扱いますのでご留意くださ

い。 

 

１ 技術者は、一般競争入札公告等に定められた資格要件を満たしていること。 

 

２ ３か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を有していること。 

雇用確認に必要な書類 

雇用の証明となる書類 雇用開始確認事項 

健康保険被保険者証 認定年月日 

雇用保険被保険者資格取得等確認通知書 被保険者となった年月日 

健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書 標準報酬決定年月日 

住民税特別徴収税額の通知書又は変更通知書 通知日 

経営事項審査申請添付の技術職員名簿 審査基準日 

※ 技術者の追加登録は、変更届(上記の写しと資格確認ができる合格証書（写し）、実務経験証

明書（参考様式）等を添付)を市が受け付けた日の翌日から認めます。 

 

３ 技術者は、原則専任となっていますので、１人の技術者を配置予定技術者として、同一入札公告

日の工事に重複して申込みできません。（重複申込みがあった場合は、いずれの申込みも無効） 

また、入札公告日において、たつの市発注の手持ち工事を有する者は、配置予定技術者となるこ

とができません。 

なお、手持ち工事の工期内であっても、当該工事が既に完了している場合は、工事等完成確認書

（確認日は、入札公告日の前日までのもの）を添付して入札申し込みを行うことができます。 

※ 兼務を可とする例外的事例 

・ 随意契約による建設工事 

・ 点々補修工事又は除草・公園管理業務等（実質の工事等が短期のもの） 

・ 工場製作を伴う工事において、同一工場内で他の同種工事に係る製作と一元的な管理体制

のもとで製作を行うことが可能であって、工場製作のみが行われている期間に配置する技術

者 

 

４ 入札参加の際届出た配置予定技術者は、電子方式入札の場合、契約時に一回限り変更を認めます。 

郵便方式入札参加の場合は、原則変更を認めません。 

※ 契約後に変更を認める例外的事例 

・ 技術者本人が、死亡、傷病（診断書の提出が必要）、退職等のやむを得ない理由による場

合（配置技術者変更誓約書（参考様式）を提出のこと。） 

・ 工場製作を伴う工事において、工場製作と現地施工に配置する技術者を分ける場合(入札

参加申込みの際、２名の技術者を届出ること。) 

 

 



(参考様式) 

実 務 経 験 証 明 書 

 

令和  年  月  日 

 

た つ の 市 長 様 

 

  下記の者の       工事(業種)に関する実務経験は、下記のとおりであることを証明します。 

 

                   証明者 住    所  

                       商号又は名称  

                       代表者氏名                印 

 

技 術 者 の 氏 名                  生年月日     年   月  日 

最終学歴（学校名・学科）                         年   月卒業   

当該工事実務経験年数       年 

実 務 経 験 の 内 容 従 事 期 間 従事した職務                                    勤 務 先 

 

 

年       年 

月         月 
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月       月 
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月       月 
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月       月 
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年       年 

月       月 
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月       月 
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月       月 

  

 

 

年       年 

月       月 

  

※裏面の記載要領に従って記載すること。 
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「実務経験」 

・ ２９業種の建設工事における技術上の経験のことです。 

・ 施工を指揮監督した経験、建設機械等の作業等により実際に工事の施工に携わった経験、及びこれ

らの技術を習得するための見習い中の技術的経験を示します。 

・ 現場の単なる雑務や事務系の仕事に関する経験は、実務経験とはみなされないので注意してくださ

い。 

 

（記載要領） 

1 この様式は、１人１業種分を記載すること。 

2 証明者は、当該建設業の代表者であること。 

3 「最終学歴（学校名・学科）」欄は、必要な実務経験の年数を確認するものであるため、最終学

歴の学校名、学科名、卒業年月（建設業法第７条第２号（イ）、（ロ）該当者）を記載すること。 

※ 建設業法第７条第２号 

（イ）学校教育法に基づく学校（大学・高等専門学校・高校）の指定学科を卒業後、同学科に関連

する工事に関し、（大学３年・高等専門学校３年・高校５年）の実務経験を有する者 

（ロ）当該建設工事に関し、１０年以上の実務経験を有する者 

4 「実務経験の内容」欄は、１年間に１件を目安に工事名を書くこと。 

5 「実務経験年数」欄は、必要な経験年数の期間に至るまで記載すること。 

6 「従事した職務」欄は、「現場施工」「主任技術者補佐」「主任技術者」等、現場従事の立場を

記載すること。 

7 「勤務先名」は、該当する実務を経験した勤務先の名称を記載すること。 

 



(参考様式) 

誓   約   書 

 

令和  年  月  日 

 

た つ の 市 長  様 

 

所 在 地  

 

商号又は名称  

 

代 表 者 名                                印 

 

 

工事等番号及び名称   

 

 

 

 

 

 

上記の配置技術者変更については、下記理由に相違ないことを誓約いたします。 

 

□ 死亡（   年 月 日） 

 

□ 退職（   年 月 日） 

 

□ 傷病（傷病名     ） 

内容 

 

 

□ その他（       ） 

内容 

 

 

 

 ※ 傷病・その他の理由による場合は、継続して技術者となることができない旨、詳細に記載すると

ともに、診断書等の写しを添付すること。 

変更前技術者名   

変更後技術者名   


